
■ばい煙  (大気汚染関係) 規制基準 

□硫黄酸化物の規制基準 

１.Ｋ値規制（条例別表第７関係） 

 工場から大気中に排出される硫黄酸化物の１日の量が、次の式によって得られる値を超えないこと。 

なお、指定作業場については、ｓ式、s’式が規制基準となります。 

 

Ｓ＝（ｓ 1ｔ 1＋ｓ 2ｔ 2＋ｓ 3ｔ 3…）×Ｃ＋（ｓ 1’ｔ 1’＋ｓ 2’ｔ 2’＋ｓ 3’ｔ 3’…） 

 ｓ’＝Ｋ 0×1０－3Ｈｅ
2 

 ｓ ＝Ｋ n×1０－3Ｈｅ
2 

 

  これらの式において、Ｓ 、ｓ 、 s’、ｔ 、 t’、Ｃ 、 Ｋ o 、 Ｋ n及びＨ eは、それぞれ次の値を

表すものとする。 

 

Ｓ 工場から大気中に排出されるいおう酸化物の量（Ｎｍ３/日） 

ｓ  昭和 47年 1月 5日以前  に設置された一施設の硫黄酸化物の量（Ｎｍ３/日） 
 s’ 昭和 47年 1月 6日以後    

 

ｔ 昭和 47年 1月 5日以前  に設置された当該施設の使用時間 
 t’ 昭和 47年 1月 6日以後  (条例別表第 7 一ばい煙 (一)硫黄酸化物 ア工場 の付表第 1による） 

Ｃ  低減率：下表のとおり 

St及び s’t’の和の値 Ｃ値 

1,000未満 1.00 

1,000以上 5,000未満 0.95 

5,000以上 0.90 

 

Ｋ 0、Ｋ n：下表のとおり 

適用区域 設置又は着工年月日 Ｋ 値 

 

大田区 

昭和 47年 1月 5日以前 3.0 Ｋ 0 

昭和 47年 1月 6日～昭和 49年 3月 31日 2.92 Ｋ n 

昭和 49年 4月 1日以降 1.17 Ｋ n 

 

Ｈｅ 補正した排出口の高さ（有効煙突高ｍ）補正式略 

 

２.燃料基準（条例第 69条関係） 

１日 300㍑以上の液体燃料を使用する工場、指定作業場における燃料中の硫黄分は次表によること。 

 

単位：硫黄含有率（重量比パーセント） 

業 種 地 域 1日当り燃料使用量 
昭和 51年７月 31日以前に 

設置し届出がなされた工場等 

昭和 51年 8月 1日以降に設

置し届出がなされた工場等 

 

工   場 

指定作業場 

 

大田区 

    300㍑以上 

    500㍑未満 
0.7以下 0.5以下 

    500㍑以上 

  2,000㍑未満 
0.6以下 0.4以下 

  2,000㍑以上 0.5以下 0.3以下 

  既設、新設両方の施設を持つ場合、両方の燃料使用量の合計量を燃料使用量の規模の区分に対応させ、

それぞれの基準に該当させること。 



３．硫黄酸化物の総量規制基準（大気汚染防止法関係） 

①適用する工場又は事業場（「特定工場等」という。） 

(ｱ)工場又は事業場を単位とし、ばい煙発生施設(大気汚染防止法の適用を受けるものだけ)を定格能

力で運転する場合において使用される原料及び燃料の量を重油換算したものが１時間当り 300㍑

以上のもの 

(ｲ)定格能力が１時間当り 100㍑以上 300㍑未満であってかつ通常で運転する場合において使用され

る原料及び燃料の量を重油換算したものが 1日当り 2,000㍑以上であるもの 

②総量規制基準 

 (昭和 51年 8月 1日前に既に設置し及び設置の届出がなされた特定工場等に適用される基準です。) 

  Ｑ h＝ah・Ｗ b(1時間規制値) 

  Ｑ d＝ad・Ｗ b(1日の規制値) 

③特定の総量規制基準(昭和 51年 8月 1日以降に新たに特定工場等になったものおよび構造変更等に

より、原料燃料の使用量が増加する特定工場等に適用される基準です。) 

  Ｑ h＝ah・Ｗ b+ｒ・ah{(Ｗ+Ｗ i)b－Ｗ b}(1時間規制値) 

  Ｑ d＝ad・Ｗ b+ｒ・ad{(Ｗ+Ｗ i)b－Ｗ b}(1日の規制値) 

ここで、 

Ｑ h：排出が許容される硫黄酸化物の量(Ｎｍ 3／時) 

Ｑ d：排出が許容される硫黄酸化物の量(Ｎｍ 3／日) 

Ｗ ：昭和 51年 8月１日前から設置されている施設の原料燃料の使用量(単位 ｷﾛ㍑/時) 

Ｗｉ：昭和 51年 8月 1 日以後設置されるか又は構造変更により増加した原料燃料の使用量 

   (単位 ｷﾛ㍑/時) 

ah、ad、b及びｒは次表に掲げる値とします。(区域別・業種別総量規制基準定数) 

    業種 

 

         定数 

規制地域 

一般工場 発電所 都市ｶﾞｽ 

製造工場 

廃棄物 

焼却工場 

一 般 

事業所 

病 院 

ホテル 

 

 

b 

 

 

r 
ah ad ah ad ah ad ah ad ah ad ah ad 

品川区・大田区 1.71 29.3 2.44 29.3 1.34 29.3 2.01 29.3 1.95 17.1 2.20 29.3 0.8 0.3 
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□ばいじんの規制基準 

１．工場の総排出量に係る基準 

 工場から排出されるばいじんの量が次の式によって得られる値を超えないこと。なお、指定作業場につ

いては、ｄ、ｄ’が排出基準値となります。 

  

   (ｄ 1ｑ 1＋ｄ 2ｑ 2＋ｄ 3ｑ 3＋……)×Ｃ+(ｄ 1’ｑ 1’＋ｄ 2’ｑ 2’＋ｄ 3’ｑ 3’＋……) 

        ｑ 1＋ｑ 2＋ｑ 3＋……＋ｑ 1’＋ｑ 2’＋ｑ 3’＋…… 

 この式においてＤ、ｄ、ｄ’、Ｃ、ｑ及びｑ’は、それぞれ次の値を表します。 

  

 Ｄ ：工場から排出されるばいじんの許容量（ｇ/Ｎｍ 3） 

 ｄ ：次表の基準値の(ｱ)又は(ｲ)の欄に掲げる値 

 ｄ’：次表の基準値の(ｳ)の欄に掲げる値 

 Ｃ ：低減率 下表のとおり 

dq及び d’q’の和の値 Ｃ値 

10,000未満 1.00 

10,000 以上 30,000未満 0.95 

30,000以上 0.90 

 ｑ ：昭和 57年 5月 31日までに設置され、又は着工された施設について、施設ごとの総排出物の量を 

    次式により換算した値 

         ２１－Ｏ s 

         ２１－Ｏ n 

 ｑ’：昭和 57年 6月 1日以後に着工された施設について、施設ごとの総排出物の量を次式により換算し 

    た値 

         ２１－Ｏ s 

         ２１－Ｏ n 

 Ｏ s：施設ごとの総排出物中の酸素濃度（％）（20％を超える場合は 20％とする。） 

 Ｏ n：次表の標準酸素濃度の値の欄に掲げる値。ただし、Ｏ sとある施設及び熱源として電気を使用す 

    る施設にあってはＯ sと同じとする。 

 ｑ s､ｑ s’：施設ごとの総排出物の量（Ｎｍ 3／時） 

 

２．ばい煙施設に係る基準 

 基準値は次の式により算出されたばいじん量に適用する。 

         ２１－Ｏ n 

         ２１－Ｏｓ 

 この式において、Ｃ、Ｏ n、Ｏｓ及びＣ sは、それぞれ次の値を表すものとする。 

 Ｃ ：ばいじんの量（ｇ） 

 Ｏ n：次表の施設の種類ごとの標準酸素濃度の値の欄に掲げる値。ただし、同欄にＯ sとある施設及び 

    熱源として電気を使用する施設にあってはＯ sと同じとする。 

 Ｏ s：総排出物中の酸素濃度（％）（20％を超える場合は 20％とする。） 

 Ｃ s：日本工業規格Ｚ 8808 に定める方法により測定されたばいじんの量（ｇ） 

Ｄ＝ 

ｑ＝           ・ｑ s 

ｑ’＝           ・ｑ s’ 

Ｃ＝           ・Ｃ s 



 ボイラー及び廃棄物焼却炉のばいじん量の基準 (注１) 

 

 

施設の種類 

 

 
方式・用途による区分 

 

施設の規模 

 

(総排出物の量) 

[万Ｎｍ 3/時] 

基準値 標準酸素

濃度の値 

Ｏ n 

昭和 46 年 6 月

24 日までに設置

され、又は着工

された施設 

 

（ア） 

昭和 46 年 6 月

25 日から昭和

57 年 5 月 31 日

までの間に着工

された施設 

（イ） 

昭和 57 年 6 月 1

日以後に着工さ

れた施設 

 

 

（ウ） 

ボイラー（熱風ボ

イラーを含み、熱

源として電気又は

廃熱のみを使用す

るもの及びいおう

化合物の含有率が

体積比で 0.1％以下

であるガスを燃料

として専焼させる

ものを除く。）

（伝熱面積 5 ㎡以

上） 

1.※ガスを専焼させる

もの（5 に掲げるもの

を除く。以下 4 号まで

同じ） 

4 以上 0.05 0.05 0.03  

5 

4 未満 0.10 0.10 0.05 

2.※重油その他の液体燃

料（紙パルプの製造に

伴い発生する黒液を除

く。以下この表におい

て同じ。）を専焼させ

るもの並びにガス及び

液体燃料を混焼させる

もの 

20 以上 0.05 0.05 0.04  

4 

4 以上 20 未満 0.15 0.05 0.05 

1 以上 4 未満 0.25 0.20 0.15 

1 未満 0.30 0.20 0.15 Ｏｓ 

3.紙パルプの製造に伴い

発生する黒液を専焼さ

せるもの並びに紙パル

プの製造に伴い発生す

る黒液及びガス又は液

体燃料を混焼させるも

の 

20 以上 0.15 0.15 0.10 Ｏｓ 

4 以上 20 未満 0.25 0.20 0.15 

4 未満 0.30 0.20 0.15 

4.※石炭を燃焼させるも

の 

20 以上 0.10 0.10 0.05 6 

4 以上 20 未満 0.20 0.20 0.10 

4 未満 0.30 0.20 0.15 

5.石油の精製の用に供

する流動接触分解装置

のうちの触媒再生塔に

附属するもの 

－ 0.20 0.20 0.15 4 

6. ※1 から 5 までに掲

げるもの以外のもの 

4 以上 0.30 0.20 0.15 Ｏｓ 

4 未満 0.30 0.20 0.20 

※廃棄物焼却炉 

(火床面積が 0.5 ㎡

以上、又は焼却能

力が 50kg/時以上) 

焼却能力が 4,000kg/時以上 0.08 0.08 0. 04 
平成 10 年 7 月 1

日までに設置さ

れた施設は 0.08 

12 

焼却能力が 2,000kg/時以上 

     4,000kg/時未満 

0.15 0.15 0. 08 
平成 10 年 7 月 1

日までに設置さ

れた施設は 0.15 

焼却能力が 200kg/時以上 

     2,000kg/時未満 

0.25 0.25 0. 15 
平成 10 年 7 月 1

日までに設置さ

れた施設は 0.25 

焼却能力が 200kg/時未満 0.25 0.25 0. 15 
平成 10 年 7 月 1

日までに設置さ

れた施設は 0.25 

（注１）ボイラー、廃棄物焼却炉以外の施設に関する基準は省略した。 

（注２）※は指定作業場にも適用する。 

（注３）暖房用熱風炉は指定作業場のみに適用する。 

 

 
環境清掃部 環境対策課 環境調査指導担当 

                                                             TEL  ５７４４－１３６９ 
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□窒素酸化物の規制基準 

 
工場又は指定作業場を設置している者は、当該工場又は指定作業場から、規制基準を超える

ばい煙の発生をさせてはならない。（条例第 68条） 

 

 
第一欄 第二欄 第三欄 

施設の種類 使用燃料、規模の区分 適用日 排出口から大気中に排出

される標準状態に換算し

た総排出物一立方メート

ルに含まれる窒素酸化物

の量（単位立方センチメー

トル） 

Onの値 

ボイラー（熱風ボイラー

を含み、熱源として電

気又は廃熱のみを使用

するもの及び伝熱面積

が十平方メートル未満

のものを除く。） 

ガスを 

専焼させ

るもの 

燃料の燃焼能力が

重油換算で一時間当

たり１００リットル以上 

平成３年３月１４日までに設

置されたもの 

８０ ５ 

平成３年３月１５日以後に設

置されたもの 

４５ 

燃料の燃焼能力が

重油換算で一時間当

たり１００リットル未満 

平成３年３月１４日までに設

置されたもの 

８５ 

平成３年３月１５日以後に設

置されたもの 

４５ 

液体を燃

焼させる

もの 

燃料の燃焼能力が

重油換算で一時間当

たり１００リットル以上 

平成３年３月１４日までに設

置されたもの 

９０ ４ 

平成３年３月１５日から平成

１３年３月３１日までの間に

設置されたもの 

６５ 

平成１３年４月１日以後に設

置されたもの 

５０ 

燃料の燃焼能力が

重油換算で一時間当

たり１００リットル未満 

平成３年３月１４日までに設

置されたもの 

１００ 

平成３年３月１５日以後に設

置されたもの 

６５ 

ガスタービン（燃料の燃

焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル

未満のもの及び非常用

のものを除く。） 

ガスを 

専焼させ

るもの 

発電量換算の施設

の定格出力が５０００

０キロワット以上 

平成１３年３月３１日までに

設置されたもの 

２５ １６ 

平成１３年４月１日以後に設

置されたもの 

１０ 

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

０キロワット以上５００

００キロワット未満 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

３５ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

２５ 

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

０キロワット未満 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

５０ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

３５ 

液体を燃

焼させる

もの 

発電量換算の施設

の定格出力が５０００

０キロワット以上 

平成１３年３月３１日までに

設置されたもの 

２５ 

平成１３年４月１日以後に設

置されたもの 

１０ 

ガスタービン（燃料の燃

焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル

未満のもの及び非常用

のものを除く。） 

液体を燃

焼させる

もの 

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

０キロワット以上５００

００キロワット未満 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

５０ １６ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

２５ 

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

０キロワット未満 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

６０ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

３５ 

ディーゼル機関（燃料

の燃焼能力が重油換

燃料の

燃焼能

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

１９０ １５ 



算で一時間当たり５リッ

トル未満のもの及び非

常用のものを除く。） 

力が重

油換算で

一時間

当たり

25 リット
ル以上

のもの 

０キロワット以上 平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

１１０ 

発電量換算の施設

の定格出力が２０００

０キロワット未満 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

１９０ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

１１０ 

燃料の燃焼能力が重油換算で一

時間当たり２５リットル未満のも

の 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

５００ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

３８０ 

ガス機関（燃料の燃焼

能力が重油換算で一時

間当たり５リットル未満

のもの及び非常用のも

のを除く。） 

燃料の燃焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル以上 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

３００ ０ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

２００ 

燃料の燃焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル未満のも

の 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

５００ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

３００ 

ガソリン機関（燃料の燃

焼能力が重油換算で一

時間当たり５リットル未

満のもの及び非常用の

ものを除く。） 

燃料の燃焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル以上 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

３００ ０ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

２００ 

燃料の燃焼能力が重油換算で一

時間当たり５０リットル未満のも

の 

平成４年３月３１日までに設

置されたもの 

５００ 

平成４年４月１日以後に設

置されたもの 

３００ 

 

備考 

1) 大気開放型炉筒煙管ボイラー（固体燃料の燃焼が可能な構造を有するものに限る。）については、平成１３年３月３１日以前に設

置された施設については当分の間適用しない。 

2) ガスタービン、ディーゼル機関、ガス機関及びガソリン機関については、平成元年４月２日以前に設置された施設については適

用しない。 

3) 発電を伴わないガスタービン、ディーゼル機関、ガス機関及びガソリン機関については、定格発電出力２０００キロワットに相当す

る機関出力を２７００ＰＳ（馬力）とする。 

4) この表の第二欄に掲げる窒素酸化物の量は、次の式により算出された窒素酸化物の量とする。 

Ｃ＝（２１－Ｏｎ）／（２１－Ｏｓ）×Ｃｓ 

この式において、Ｃ 、 On、 Os及び Cs は、それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｃ  窒素酸化物の量（単位立方センチメートル） 

On この表の第一欄に掲げる施設ごとの同表第三欄に掲げる値 

Os 総排出物中の酸素濃度（当該濃度が２０パーセントを超える場合にあっては、２０パーセントとする。）（単位百分率） 

Cs 日本工業規格Ｋ ０１０４に定める方法により測定された窒素酸化物の濃度を標準状態における排ガス一立方メートル中

の量に換算したもの（単位立方センチメートル） 
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□集じん装置の設置を要する施設 

工場又は指定作業場を設置している者で、次表のばい煙を発生する施設(ばい煙施設)を設置している

ものは、ばいじんを除去する装置(集じん装置)を設置しなければなりません。（条例第 70条） 

 

ばい煙施設の種類と規模 区  分 集じん装置 

１.ボイラー（伝熱面積が 5㎡以上のも

のに限る。）※ 

木屑を燃料として使用するもの 遠心力集じん装置(マルチサイクロン

方式のものに限る。)又はこれと同等

以上の性能を有するもの 

微粉炭を燃料として使用するも

の 

電気集じん装置又はこれと同等以上の

性能を有するもの 

その他の石炭を燃料として使用

するもの(１日当りの使用量が

1トン以上のものに限る。) 

遠心力集じん装置(マルチサイクロン

方式のものに限る。)又はこれと同等

以上の性能を有するもの 

重油を燃料として使用するもの

で自家用電気の発電を行うもの 

遠心力集じん装置(マルチサイクロン

方式のものに限る。)又はこれと同等

以上の性能を有するもの 

２.金属の精錬又は無機化学工業品の製

造の用に供する焙焼炉又は焼結炉 

－ 洗浄集じん装置、ろ過集じん装置又は

これらと同等以上の性能を有するもの 

３.金属の精錬の用に供する転炉 － ろ過集じん装置又はこれと同等以上の

性能を有するもの 

４.金属の精錬の用に供する平炉 － 乾式電気集じん装置又はこれと同等以

上の性能を有するもの 

５.金属の精錬又は鋳造の用に供する溶

解炉(羽口面断面積が 0.5㎡以上であ

るか又は重油用バーナーの容量が 50

㍑/時以上のものに限る。) 

 

－ 

洗浄集じん装置、ろ過集じん装置又は

これらと同等以上の性能を有するもの 

６.金属の鋳造若しくは圧延又は金属若

しくは金属製品の熱処理の用に供する

加熱炉(重油用バーナーの容量が 400

㍑/時以上のものに限る。) 

 

－ 

遠心力集じん装置(マルチサイクロン

方式のものに限る。)又はこれと同等

以上の性能を有するもの 

７.溶融亜鉛めっきの用に供する加熱炉

(火格子面積が 1㎡以上であるか又は

重油用バーナーの容量が 50㍑/時以上

のものに限る。以下 8の項及び 9の項

に掲げる施設において同じ。) 

 

－ 

洗浄集じん装置、ろ過集じん装置又は

これらと同等以上の性能を有するもの 

８.ガラスの製造の用に供する加工炉 － 遠心力集じん装置(マルチサイクロン

方式のものに限る。)又はこれと同等

以上の性能を有するもの 

９.アスファルト用骨材の乾燥の用に供

する乾燥炉 

－ 遠心力集じん装置と洗浄集じん装置の

併用方式によるもの 

１０.製鋼の用に供する電気炉 － ろ過集じん装置又はこれと同等以上の

性能を有するもの 

１１.廃棄物焼却炉(火格子面積が 2㎡

以上のものに限る。)※ 

総排出物量が 4万ｍ 3／時以上 

(バッチ燃焼方式のものにあっ

ては 20万ｍ 3／時以上)のもの 

乾式電気集じん装置又はこれと同等以

上の性能を有するもの 

総排出物量が 4万ｍ 3／時未満 

(バッチ燃焼方式のものにあっ

ては 20万ｍ 3／時未満)のもの 

遠心力集じん装置(連続式及びバッチ

燃焼式のものにあってはマルチサイク

ロン方式のものに限る。)又はこれと

同等以上の性能を有するもの 

※指定作業場については１の項及び１１の項に限り適用する。 
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